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１．はじめに
わが国農業には不変の３大基本数字というのがある。耕地６００万町
歩１），農家５５０万戸および農業従事者１４００万人である。この数字は明治
期以降，長期にわたってほとんど変わらなかったが，昭和３０年代以降，
大きく変化した。耕地面積は１９６１年の６０９万haをピークに，２０１２年には
４５５万haになり，４分の３に減少している。農家数は１９５０年の６１８万戸
をピークに２０１０年には２３５万戸にまで激減している。これはピーク時の
４割である。最も減少著しいのは農業就業人口で，１９６０年の１４５４万人か
ら２０１２年には２３９万人にまで減少した。８４％もの減少になる。３大基本
数字のうち最も減少したのは農業就業人口で，次が農家数，減少が最も
少なかったのは耕地面積である。農業就業人口および農家数の減少は農
業にとって悪いことではなく，耕地が意欲ある農業者に集約できれば，
寧ろ良いことである。農家数が耕地面積を大きく上回って減少している
ので，１農家当たりの経営耕地面積は総農家では１９５５年の０．８６haから
２０１０年には１．３３haにまで年率０．８％で増加している。販売農家は２０１０年
には１．９６haになっている。しかしながら，農家数などに比べて減少は
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少ないが，耕地面積も１９６１年のピークからは年平均で０．５８％減少してい
る。耕地面積の減少も決して少なくない。
日本農業にとって，農家や農業就業者の減少だけでなく，農業労働者
の高齢化など様々な問題が山積しているが，最も大きな問題は農地の減
少といえよう。これまで，千葉県農業を分析対象に，主に耕地面積の動
向について分析２）してきた。農業産出額全国３位前後の千葉県農業につ
いて，農林業センサス調査結果を用いて分析したものである。千葉県農
業や日本農業にとって最大の問題は減少する農地が経営を継続する意欲
のある農家の規模拡大に寄与していないことである。その大きな原因を
耕作放棄地としてとらえ計量分析を重ねている。
わが国の食料自給率（供給熱量）は４０％を割っている。米などの過剰
もあるが，畑作物を中心に軒並み，輸入農産物に依存している。今後，
自給率向上あるいは維持のためには，農業生産の基盤である耕地の問題
が重要である。本稿では，千葉県から全国に視点を広げて，耕地，特に，
耕作放棄地の変動についての分析を試みる。
２．地域別耕地面積の動向
耕地面積はここ半世紀にわたって，大きく減少してきた。年率にすれ
ば０．６％弱で，その結果，１９６１年に比べて４分の３にまで減少したが，
１９５６年から２０１２年までの，その推移を第１図に示してある。１９５６年に比
較して１９６１年には１％あまり増加した後は，一貫して減少している。水
田と畑を比較すれば，その減少は概ね同じであるが，年平均の減少率は
水田０．５３％に対して畑は０．４６％減である。１９７０年あたりまで，減少を拡
大していた畑に対して，水田は減少というより増加していたが，１９７０年
より畑以上に減少率を高めている。この傾向は１９８８年まで続く。水田の
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減少は僅かではあるが，畑の増加になっている。これは，１９７０年より始
まった米の生産調整の影響で，水田が畑作物へと転作された影響であろ
う。１９８９年以降は水田と畑とも同じような傾向で減少している。
耕地面積の減少だけでなく，耕地利用率も減少している。耕地利用率
の減少は実質的には耕地面積の減少と同じである。耕地利用率は１９６１年
には１４０％近くあったが，１９７３年には１００％にまで低下し，その後，１９９２
年まではわずかではあるが１００％を上回って推移しているが，その後は
減少傾向で２０１１年には９１．９％にまで低下している。耕地利用率の計算式
は「作付延べ面積÷耕地面積」で計算される。例えば，水稲に裏作の麦
作を加えた２毛作が行われれば，作付延べ面積は耕地面積の２倍近くに
なるので，利用率は２００％近く３）にもなる。しかし，近年では，水田に
第１図 耕地面積と耕地利用率
資料：農林水産省『耕地及び作付面積統計』
３）田及び畑の面積には本地（直接農作物の栽培に使われる土地）だけでなく，
けい畔（本地の維持に必要な畔）を含んでいるので，水田で２期作が行われ
ても耕地利用率は２００％にはならない。分母を本地面積とする本地利用率なら，
２００％になる。耕地利用率に対して本地利用率は５ポイント程度高い。
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２毛作が行われることはほとんどなくなった。１９６０年代以降，田植え機
利用した稚苗田植技術の普及が麦の収穫期との競合が生じることによっ
て，２毛作が不可能になったのである。また，米を生産調整（減反）し
ても，転換作物の作付が減反面積に埋め合わせるほど増加していないの
である４）。
第２図が１９９３年以降５）の耕地の改廃面積を図示したものである。減少
面積は目盛０から上方向に積み上げている。開墾・開拓・埋め立て・復
旧など増加面積は目盛０から下方向に表示している。増加と減少の差し
引きした純減少面積が折れ線グラフで表示している。１９９０年代は４万ヘ
クタール前後の純減少であったが，２０００年代に入ると，トータルの減少
面積は減少し，２０１０年には２万ヘクタールを割り，１９９０年代に比べ半減
している。減少面積の内訳では最も大きいのが耕作放棄地であり，減少
面積計に対する割合を折れ線で表示している。耕作放棄地面積は１９９０年
代には面積としても，そして，減少面積計に対する割合でも増加傾向で
４）地下水面が高く，畑作物の生育にも問題がある水田も多い。
５）耕作放棄地が統計に表示されたのが，１９９３年以降であるので，１９９３年以降を
グラフ化した。
第２図 改廃面積と耕作放棄面積率
資料：農林水産省『耕地の拡張かい廃面積統計』
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あったが，２０００年以降はその割合は２００１年の５４．５％をピークに４５％前後
で推移し，面積は減少している。都市的用途の宅地等，道路・鉄道用地
および工業用地のトータルの減少面積と比較しても，１９９５年から２００６年
までは耕作放棄地の面積が大きい。耕作放棄地面積は減少しているとは
いえ，この統計の耕作放棄地は毎年，新たに耕作放棄とされた面積で，
決して，少ないとは言えないのである。２０１０年にはトータルでは４０万ヘ
クタール近くに達しているのである。耕作放棄地を減らすことだけでな
く，耕作放棄地を耕地に復元することも必要である。
耕地面積や農家数の変化に地域差があるのかどうか，全国農業地域別
の２０１０年の農家数と面積および１戸当り耕地面積，さらに２００５年からの
５年間の年平均変化率を示したのが第１表である。全国の総農家の経営
第１表 経営耕地のある農家数と経営耕地面積
全国農業地域
２０１０年 年平均変化率（２００５～２０１１）
農家数 面 積
１戸当た
り面積
農家数 面 積
１戸当た
り面積
戸 ha ha／戸 ％ ％ ％
全 国 ２，５２０，０２７ ３，３５３，６１９ １．３３ －２．３８ －１．４５ ０．９５
（全国農業地域）
北 海 道 ５０，８９１ ９４２，３６８ １８．５２ －２．８５ －０．５３ ２．４０
都 府 県 ２，４６９，１３６ ２，４１１，２５０ ０．９８ －２．３７ －１．８０ ０．５８
東 北 ４０４，９８４ ６２７，７６８ １．５５ －２．６４ －２．０５ ０．６０
北 陸 １７５，３５６ ２２８，９６８ １．３１ －３．７３ －２．３５ １．４３
関 東 ・ 東 山 ５６５，１８４ ５３５，７３９ ０．９５ －１．８０ －１．０７ ０．７４
東 海 ２７６，５７９ １８７，２９７ ０．６８ －２．００ －１．３３ ０．６８
近 畿 ２５５，４１９ １６８，９４１ ０．６６ －１．９６ －１．２５ ０．７３
中 国 ２５３，９８１ １６８，２８２ ０．６６ －２．２７ －２．０１ ０．２７
四 国 １５４，９９６ １０１，５２７ ０．６６ －２．２９ －１．７３ ０．５７
九 州 ３６１，３１４ ３６７，３１５ １．０２ －２．９５ －２．５４ ０．４２
沖 縄 ２１，３２３ ２５，４１４ １．１９ －２．２０ －０．８５ １．３８
資料：農林水産省『２０１０年世界農林業センサス報告書』各巻
注：以降の統計データは特に断らない限り，『２０１０年世界農林業センサス報告書』
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耕地面積は年平均１．４５％も減少しているが，農家数がそれ以上の２．３８％
も減少しているので，１戸当たり経営耕地面積は０．９５％増加している。
その結果，１戸当たり経営耕地面積は２００５年の１．２７haから２０１０年には
１．３３haまで増加している。年平均０．９５％の増加は５年間ではほぼ５％
で，決して小さいものではない。しかしながら，２０１０年時点の個別の農
家が２００５年に比較して平均的に５％増加したわけではない。この増加は
零細農家が土地持ち非農家に移行したことの影響が大きい。
表にはないが，販売農家の経営耕地面積が１．５３％減少する一方，農家
数で３．６５％も減少しているので，１戸当たり経営耕地面積は約２haにま
で増加している。５年間の年平均変化率は２．２０％になる。
農業地域別の変化の違いを総農家について検討する。総農家数の年平
均変化率は近畿や東海の－２％弱から北陸の－４％弱まで２倍の開きが
ある。面積は北海道の－０．５３％から九州の－２．５４％で５倍もの開きがあ
る。１戸当たり経営耕地面積はどの地域も面積より農家数の減少のほう
が大きいので，どの地域も１戸当たり経営耕地面積は増加している。最
も大きく増加したのは北海道で，年平均変化率は２．４％にもなる。一方，
増加が少なかったのは九州で０．４２％しか増加していない。北海道は九州
の５倍を上回る。地域間で大きな差がある。
耕地面積の減少に関係しているのは耕作放棄地で，耕地面積との比率
で約８％になる。耕作放棄地の内訳は販売農家３１．３％，自給的農家
２２．７％，そして土地持ち非農家は４５．９％である。これは，総放棄地面積
に対する内訳であるが，この数字は販売農家のように経営耕地面積が大
きければ大きな数字となる。そこで，販売農家であれば，販売農家の経
営耕地面積に対しての販売農家の耕作放棄地面積の比率が重要となる。
耕作放棄面積の経営耕地に対しての面積比（耕作放棄地面積比と呼ぶこ
とにする）を示したのが第２表である。総農家については６．３９％，販売
農家は３．８９％であるが，自給的農家は５５．４９％にもなる。自給的農家は
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経営耕地面積に対して半分以上が耕作放棄地である。ただ，この数字は
経営耕地面積に対する比率であるので，所有耕地ではないことに注意す
る必要はあるが，大きな比率であることに変わりはない６）。
地域別に検討すれば，耕作放棄地面積比について，北海道の総農家は
０．８０％，販売農家は０．６２％で耕作放棄地の比率は極めて小さい。なお，
自給的農家の比率は１５５．８８％で，極めて高いが，この比率の分母が所有
６）所有耕地であれば，自給的農家が他の農家等に貸し付けている農地を含むの
で，その比率は小さくなる。
第２表 農業地域別耕作放棄地面積比
単位：％
全国農業
地 域
２０１０年 年平均変化率（２００５～２０１０）
耕作放棄地面積比
（対経営耕地） 土地持ち
非 農 家
（対所有
耕地）
耕作放棄地面積比
（対経営耕地） 土地持ち
非 農 家
（対所有
耕地）総農家 総農家販 売
農 家
自給的
農 家
販 売
農 家
自給的
農 家
全 国 ６．３９ ３．８９ ５５．４９ ３０．８９ ０．６８－１．６２ ２．８３ －４．０２
（全国農業地域）
北 海 道 ０．８０ ０．６２１５５．８８ １１．９５－４．５９－５．８４－０．１９ －４．５０
都 府 県 ８．５７ ５．２６ ５４．８０ ３４．０７ １．２６－１．００ ２．８９ －４．１６
東 北 ７．４２ ５．３１ ７９．６２ ２６．４０ １．８９ ０．０７ ３．１５ －５．５８
北 陸 ４．４８ ３．０３ ３９．２７ １１．００ １．１０－０．７０ ２．８８ －４．０５
関東・東山 １０．３２ ５．５５ ７２．０８ ４７．６５ ０．００－３．２７ １．９９ －２．５６
東 海 ８．９９ ４．９０ ３８．３６ ４１．２９ ０．０１－３．２６ ２．４０ －２．８０
近 畿 ６．３５ ３．９１ ２５．２１ ２６．０５ ２．００ ０．４７ ３．４１ －１．０６
中 国 １２．４８ ７．２５ ５３．３２ ６３．７０ １．９３－０．６１ ３．５１ －２．５４
四 国 １２．８９ ８．１３ ５３．５３ ７８．８８ ２．７９ １．６８ ３．４８ －１．２０
九 州 ８．６５ ５．４８ ５６．５７ ３２．８６ １．７３－０．０４ ２．６３ －６．４４
沖 縄 ４．２８ ２．６０ ４２．５６ ４６．２１－２．５０－３．５８－０．１０ －２．２４
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耕地でなく経営耕地であることを差し引いても大きいと言わざるを得な
い。道府県は総農家８．５７％，販売農家５．２６％に対して，自給的農家は北
海道ほどではないが５４．８０％になる。北海道以外の農業地域別では総農
家について比率が高いのは関東・東山，中国，四国で１０％を上回ってい
る。低いのは沖縄，北陸で５％を割っている。その他は５～１０％である。
販売農家では四国の８．１３％が最高で，最低は沖縄２．６０％である。自給的
農家は近畿の２５．２１％から東北の７９．６２％と大きな差がある。
放棄地面積比の年平均変化率は総農家では北海道と沖縄を除けば増加
している。自給的農家も同様であるが，販売農家は北海道の約６％のマ
イナスを最大にして，ほとんどの地域がマイナスとなっている。販売農
家については耕作放棄に歯止めが掛かっているとも思えるが，単に，販
売農家の比較的零細な農家が自給的農家等に移行したことによることと
思える。
土地持ち非農家は農家ではないので，経営耕地面積の統計はない。そ
こで，所有耕地面積に対する放棄地面積の比率で示している７）。全国で
は３０％にもなる。ただこの放棄地面積比は大きく減少している。良い傾
向ともいえるが，自給的農家が土地持ち非農家に移行することによる所
有耕地面積の追加による面積比の低下の影響が大きい。土地持ち非農家
の所有耕地面積は２００５年から２０１０年の５年間で３５％も所有耕地面積が増
加しているのである。
販売農家でも少なからず，耕作放棄地を抱えていることからすれば，
農地の所有権の移転は難しいにしても，借地等による耕作放棄地の減少
を図ることは不可欠といえる。借入耕地のある農家の借入耕地面積につ
いて調べたのが第３表である。２０１０年の農業地域別借入耕地面積と，
７）所有耕地と経営耕地は明らかに違うので，所有耕地と経営耕地との放棄地面
積比には比較はできないが，地域間の比較は可能であろう。
耕作放棄地面積増加の因果分析
８ （３６４）
２００５年から２０１０年の年変化率と，さらに，借入耕地面積の経営耕地面積
に対する割合である借入耕地面積率が表示されている。総農家の借入耕
地面積は７６．７万haで，その内訳は販売農家の７６．０haに対して自給的農
家は０．７万haしかなく，９９％は販売農家の借入である。自給的農家の経
営規模は極めて零細で，借入してまで農業を継続する農家はほとんどな
いと言える。借入耕地面積の年平均変化率については，販売農家が
１．９２％増加しているが，自給的農家は０．３５％しか増加していない。経営
耕地面積に対する割合である借入耕地面積率は販売農家の２３．８１％に対
して，自給的農家は４．１３％にしかならない。販売農家の借入面積率は高
いようにも思えるが，４０万haもの耕作放棄地があることを考えれば，
すべての耕作放棄地を貸借にできるわけではないが８），さらなる貸借の
増加を推進する必要がある。
第３表 借入耕地のある農家の借入耕地面積
全国農業
地 域
２０１０年
年平均変化率
（２００５～２０１０）
借入耕地面積率
（対経営耕地面積）
計
販 売
農 家
自給的
農 家
計
販 売
農 家
自給的
農 家
計
販 売
農 家
自給的
農 家
ha ha ha ％ ％ ％ ％ ％ ％
全 国７６６，５８７７５９，８９３ ６，６９５ １．９０ １．９２ ０．３５ ２２．８６ ２３．８１ ４．１３
（全国農業地域）
北 海 道１８５，４３０１８５，３９１ ４０ １．０７ １．０７ －０．４２ １９．６８ １９．７０ ３．６５
都 府 県５８１，１５７５７４，５０２ ６，６５５ ２．１８ ２．２０ ０．３６ ２４．１０ ２５．５３ ４．１３
東 北１３０，６９４１３０，２２７ ４６７ ２．７８ ２．７８ ２．７７ ２０．８２ ２１．３５ ２．６２
北 陸 ６９，６６５ ６９，１６８ ４９７ １．５１ １．５２ ０．４６ ３０．４３ ３１．４６ ５．４４
関東・東山１２５，２０４１２３，７１１ １，４９３ ２．９２ ２．９５ ０．９２ ２３．３７ ２４．８７ ３．８９
東 海 ４６，０９１ ４５，３３６ ７５５ ３．２４ ３．３０ －０．３５ ２４．６１ ２７．５７ ３．３０
近 畿 ４０，５５９ ３９，５５２ １，００７ ２．００ ２．０５ ０．０４ ２４．０１ ２６．４４ ５．２０
中 国 ３６，７９１ ３５，９７５ ８１６ １．７７ １．８２ －０．２０ ２１．８６ ２４．１１ ４．２８
四 国 １８，５３９ １８，１４５ ３９４ ２．５５ ２．６１ ０．０７ １８．２６ １９．９６ ３．７０
九 州１０５，７２９１０４，６７８ １，０５１ ０．９７ ０．９７ ０．３６ ２８．７８ ３０．３８ ４．６１
沖 縄 ７，８８６ ７，７１１ １７５ －０．１７ －０．１２ －２．１８ ３１．０３ ３１．６７ １６．３７
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農業地域別については販売農家についてのみ検討する。借入面積が減
少しているのは沖縄だけであるが，沖縄は借入耕地面積率３１．６７％で全
国農業地域の中で最も借入が進んでいるため，減少に転じたのであろう。
次に年平均変化率の小さい九州も年平均変化率０．９７％で増加は進んでい
ないが，借入面積率は３０％をオーバーしている。３０％は借入耕地面積率
の上限のようにも思える。しかし，その次に，年平均変化率が小さいの
は北海道であるが，借入面積率は四国に続いて低いので，３０％が上限と
は言えず，地域差があるともいえるが，大規模農業の北海道の特殊性と
いえよう。北海道は各農家の規模がすでに大きく，また，耕作放棄面積
が少ないことを考えると，借地になる耕地は少ないためであろう。年平
均増加率の高いのは東海，関東・東山で，都市部のほうが比較的高いよ
うに思える。借入耕地面積率が高いのは沖縄以外では北陸，九州で３０％
を越している。低いのは北海道を除けば四国，東北である。
農地の貸借，あるいは耕作放棄ということであれば，土地持ち非農家
の所有耕地がどのように使われているかを知る必要がある。第４表が土
地持ち非農家の耕地の状態を表したものである。土地持ち非農家の所有
耕地は全耕地の１３％にもなる。世帯数は１３７万世帯で総農家数と比べて
も５割以上にもなる。土地持ち非農家のうち所有耕地のある世帯は１１４
万世帯である。所有耕地のある１世帯当たりの所有耕地は０．５２haにし
かならない９）が，世帯数が多いので，その土地は５８．９万haにもなる。
所有耕地のうち，貸付にしているのは９５．２％で，ほとんどが貸付に出
されている。これは極めて高率でいいことと思える。しかし，耕作放棄
地は耕地には含まれないことを考慮しなくてはならない。土地持ち非農
家の所有する耕作放棄地は１８万haもある。この耕作放棄地の所有耕地
８）耕作放棄地は比較的耕作条件が劣悪であると考えられ，そのことが農地の貸
借にならないこともある。
９）土地持ち非農家の全体での１世帯当たり所有面積は０．４４haである。
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に対する比率は３０．９％にもなる。土地持ち非農家は所有耕地を農家に貸
付をするが，貸付できないものは結果的に耕作放棄地になっているもの
と思える。
農業地域別の貸付面積率は四国の８６．３％と中国の８９．１％を除けば，ほ
かの地域はすべて９０％以上になっている。高いのは北海道の９９．７％，北
陸９７．１％である。一方，耕作放棄面積の比率は農業地域間で大きくばら
ついている。耕作放棄面積比が大きいのは四国が７８．９％，中国６３．７％で
あるのに対して，比率が小さいのは北陸１１．０％，北海道１１．９％で，極め
て大きな差がある。貸付面積率と耕作放棄面積比には負の相関がありそ
うである。貸付面積率と耕作放棄面積比の相関図が第３図である。非常
第４表 土地持ち非農家の所有耕地及び貸付耕地（２０１０年）
全国農業
地 域
所有耕地のある世帯
貸 付
面積率
耕 作
放棄地
面 積
耕作棄
面積比
（対 所
有耕地）
世帯数 面 積
うち貸付耕地の
ある世帯
世帯数 面 積
戸 ha 戸 ha ％ ha ％
全 国 １，１４０，１６０５８８，７６０８６１，８９１５６０，６３４ ９５．２１８１，８４１ ３０．９
（全国農業地域）
北 海 道 １５，９３８ ８４，６７４ １２，８８３ ８４，４０１ ９９．７ １０，１１７ １１．９
都 府 県 １，１２４，２２２５０４，０８６８４９，００８４７６，２３３ ９４．５１７１，７２４ ３４．１
東 北 １５９，５４７１１１，７５９１３１，４２８１０８，５４３ ９７．１ ２９，５０９ ２６．４
北 陸 １３０，０３１ ８３，４８０１１６，６１６ ８１，２１５ ９７．３ ９，１８１ １１．０
関東・東山 ２２４，１９９ ９５，３８６１６０，８２７ ８９，２５８ ９３．６ ４５，４４７ ４７．６
東 海 １３２，９５６ ４０，５６３ ９３，４５０ ３６，４９６ ９０．０ １６，７５０ ４１．３
近 畿 １０８，０２８ ３６，１９２ ８１，４６７ ３３，２９１ ９２．０ ９，４２７ ２６．０
中 国 １０４，９３４ ３１，１１６ ６５，０６３ ２７，７３３ ８９．１ １９，８２０ ６３．７
四 国 ５６，７６７ １３，７８６ ３３，７９６ １１，９００ ８６．３ １０，８７４ ７８．９
九 州 １９６，８４５ ８７，６７９１５８，７９２ ８３，９６２ ９５．８ ２８，８０９ ３２．９
沖 縄 １０，９１５ ４，１２５ ７，５６９ ３，８３４ ９２．９ １，９０６ ４６．２
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貸付面積率％
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に強い負の相関がある。相関係数は－０．９０である。貸付面積率はほとん
どが９０％以上でほとんどが貸付されているとはいうものの，相対的に貸
付面積率が低ければ，耕作放棄面積率は大きくなり，貸付面積率の少し
の差が，耕作放棄面積比の大きな差につながることがわかる。貸付され
ていない耕地は自作している耕地も含まれるが，少しでも多くの貸し付
けがなされていることが，耕作放棄面積を減少させることにつながると
言える。耕作放棄をなくすことは貸付を促進することである。
３．共分散構造分析による耕作放棄の因果関係の分析
耕作放棄地の増加には歯止めがかからない。この増加はどのような要
因から起こっているのであろうか。農家の土地あるいは労働力といった
要因（「農家生産力」と呼ぶことにする），あるいは，農業の各部門の産
出額の要因（「産出構造」と呼ぶことにする）などが互いに影響し合っ
て結果的に耕作放棄に影響しているのであろう。また，我が国の経済動
向や土地価格の動向など我が国全体の経済状況といった要因（ここでは，
「経済環境」と呼ぶことにする）も影響してこよう。ここでは，耕作放
第３図 土地持ち非農家の貸付面積率と耕作放棄面積比
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棄面積比の大きい自給的農家と土地持ち非農家について，２０１０年の道府
県別データ１０）を使って耕作放棄の因果関係を共分散構造分析によって分
析することにする。
第４図が自給的農家の耕作放棄地の経営耕地面積に対する比率（変数
名は「放棄地面積比自給」）を説明する共分散構造分析のパス図である。
長方形内の変数が観測変数で，第５表にその変数名の説明が示してある。
経済環境など３要因は楕円形内の変数となっているが，これらは直接観
測されない変数，つまり潜在変数である。たとえば，「経済環境」は住
宅地価変化率，人口密度および１人当たりGDPに矢印が向かっている
が，これは住宅地価変化率など３変数を説明する因子分析で言う共通因
１０）東京都の農業は他の道府県とは明らかに違うため，東京都を加えることで結
果を大きく異なったことになるので除いた。
第４図 耕作放棄の因果分析（自給的農家）
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子にあたる。観測変数と潜在変数を結ぶ矢印が変数間の因果関係を示し
ているパスである。丸印内の変数は潜在変数で観測変数を説明するモデ
ルで生ずる誤差変数である。
「農家生産力」と「産出構造」には双方向にパスがあり，それらのパ
第５表 変数一覧表
区分 変 数 名 内 容 単 位
放棄
地面
積比
放棄地面積比総農家 耕作放棄地／経営耕地面積（総農家） ％
放棄地面積比販売 耕作放棄地／経営耕地面積（販売農家） ％
放棄地面積比自給 耕作放棄地／経営耕地面積（自給的農家） ％
放棄地面積比非農家 耕作放棄地／所有耕地面積（非農家） ％
経済
構造
人口密度 人口／面積 人／ha
１人当りGDP GDP／人口 千円／人
住宅地価変化率 対前年変化率（２０１０年） ％
農家
生産
力
１戸当たり面積総農家 経営耕地面積／農家数（総農家） ha／戸
１戸当たり面積自給 経営耕地面積／農家数（自給的農家） ha／戸
借入面積率総農家 借入耕地面積／経営耕地面積（総農家） ％
貸付面積率自給 貸付耕地面積／経営耕地面積（自給的
農家）
％
貸付面積率非農家 貸付面積／所有耕地面積（土地持ち非
農家）
％
専従者あり農家率 専従者あり農家数／総農家数（販売農
家）
％
１戸当り雇用人日 総雇用人日／農家数（販売農家） 日／戸
経営者年齢 経営者平均年齢 歳
産出
構造
１戸当り米産出額 米産出額／総農家数 万円／戸
１戸当り畑作産出額 畑作産出額／総農家数 万円／戸
１戸当り野菜産出額 野菜産出額／総農家数 万円／戸
１戸当り果実産出額 果実産出額／総農家数 万円／戸
１戸当り畜産産出額 畜産産出額／総農家数 万円／戸
資料：人口密度は総務省統計局『国勢調査』，１人当りGDPは内閣府『国民経済計
算』，住宅地価変化率は国土交通省『都道府県地価調査』，その他は農林水産
省『世界農林業センサス』
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スには，それぞれbcとcbのパス係数の値が付されている。このパス係
数１つにゼロ制約を課すことによって，１方向だけ，たとえば，cb＝
０とすれば，「産出構造」から「農家生産力」には因果関係がないが，
bcにゼロ制約がなければ，「農家生産力」から「産出構造」への因果関
係はあることになる。さらに，２つともゼロにすれば，２つの潜在変数
間には因果関係がないことを表すことができる。また，「経済環境」か
ら，農業部門の「農家生産力」および「産出構造」への因果関係はあり
うるが，逆方向の因果関係は考えていない。農業部門が経済全体への影
響を及ぼすことはほとんどないし，あったとしてもその影響は小さいか
らである。パスの係数に様々なゼロ制約を加えることにより，３つの潜
在変数と自給的農家の耕作放棄面積比への因果関係を１０個のモデルに表
現できる。それが第５図に示してある。
各放棄地面積比と各変数間の相関係数を示したのが第６表である。そ
の相関係数を参考にしつつモデルで使用する観測変数を特定した。自給
的農家の放棄地面積比と各変数との相関係数は販売農家など他の相関係
数とは明らかに違う。自給的農家以外の農家生産力に関する観測変数の
相関係数はそれなりに理解できる。１戸当りの経営耕地面積が増えれば，
農業生産が活性化するわけで，耕作放棄地面積は減少するので相関係数
はマイナスになることが推察される。自給農家以外はマイナスであるが
自給的農家だけはプラスである。これは，自給的農家の耕地規模が大き
くなったのは，自給的農家が土地持ち非農家に退出することによる規模
拡大するだけであって，農業生産力につながる規模拡大ではないから，
放棄地面積比と１戸当り経営耕地面積の相関係数はプラスになっている
のであろう。
相関係数等を考慮しつつ，自給的農家の耕作放棄地について１０個のモ
デルを計算した１１）。推計には，検定ができるなど一般的には最尤法が望
ましいが，このモデルでは推計結果が良い尺度不変最小２乗法によっ
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経済環境 産出構造 放棄地面積比自給モデル1　0＝ac＝ad＝bd＝cd
モデル2　0＝ab＝ad＝bc＝cd
モデル3　0＝ac＝ad＝bc＝cd
モデル4　0＝ab＝ad＝bd＝cb
農家生産力
経済環境 農家生産力 放棄地面積比自給産出構造
経済環境
産出構造
放棄地面積比自給農家生産力
経済環境
農家生産力
放棄地面積比自給産出構造
モデル5　0＝ad＝bc＝cb
農家生産力
産出構造
放棄地面積比自給経済環境
モデル6　0＝ac＝ad＝bc＝cb
農家生産力
産出構造
放棄地面積比自給
経済環境
モデル7　0＝ab＝ad＝bc＝cb
農家生産力
産出構造
放棄地面積比自給
経済環境
モデル8　0＝ab＝ac＝bd＝cb
産出構造
経済環境
放棄地面積比自給
産出構造
モデル9　0＝ab＝ac＝bc＝cd
農家生産力
経済環境
放棄地面積比自給
農家生産力
経済環境
モデル10　0＝ab＝ac＝bc＝cd
産出構造
放棄地面積比自給
農家生産力
た１２）。
１０個のモデルのうち，最適と選択したのがモデル１で，その計算結果
第５図 モデルタイプ
１１）計算にはIBM社のAMOSを利用した。
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が第６図と第７表である。観測変数値の大きさの違いが大きいので，標
準化推定値の結果である。従って，パス係数値の大きさが影響の大きさ
第６表 耕作放棄地面積比と観測変数との相関係数
区分 変 数 名
放棄地面積
比 総 農 家
放棄地面
積比販売
放棄地面
積比自給
放棄地面積
比 非 農 家
放 棄 地
面 積 比
放棄地面積比総農家 １．０００
放棄地面積比販売 ０．９０８ １．０００
放棄地面積比自給 ０．２５４ ０．２７７ １．０００
放棄地面積比非農家 ０．７４８ ０．５８８ ０．１１３ １．０００
経済構造
人口密度 －０．０１９ －０．１４６ －０．２７３ ０．３７１
１人当りGDP －０．０６６ －０．１６１ －０．２６８ ０．１１６
住宅地地価変動率 －０．０１８ －０．０９４ －０．１９０ －０．０２５
農 家
生 産 力
１戸当たり面積総農家 －０．３７６ －０．３５０ ０．５７１ －０．２５９
１戸当たり面積自給 ０．１５６ ０．２３２ －０．４６３ －０．１６２
借入面積率総農家 －０．３０３ －０．２３４ －０．０２８ －０．６３３
貸付面積率自給 －０．４５５ －０．４００ ０．５７３ －０．４１２
貸付面積率非農家 －０．２９８ －０．１１６ ０．３００ －０．６９０
専従者あり農家率 －０．０６１ －０．０２６ ０．６３８ ０．１３７
１戸当り雇用人日 －０．２５５ －０．２４２ ０．６００ －０．０７７
経営者年齢 ０．４２５ ０．２１０ －０．５３６ ０．５２８
産出構造
１戸当り米産出額 －０．５６９ －０．４０６ ０．３２３ －０．６８７
１戸当り畑作産出額 －０．２８２ －０．２６９ ０．５８６ －０．１８２
１戸当り野菜産出額 －０．１５４ －０．１８４ ０．５８０ －０．０６５
１戸当り果実産出額 ０．２６２ ０．２９２ ０．１９５ ０．４４３
１戸当り畜産産出額 －０．３３１ －０．３１１ ０．５９３ －０．２４３
１２）最尤法では収束した結果がでるもの，パス係数の標準化推定値が１以上にな
るなどの結果が一部出た。共分散構造分析では不敵解（ヘイウッドケース）
になることがある。この対策として，データを増やす，モデルを見直すとか
があるが，モデルに間違いがなく，データも増やせないとき，推計方法を変
えることも一つの方法である。なお，尺度不変最小２乗法を使ったため，パ
ス係数の検定などはできない問題は残る。
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１戸当たり面積自給
貸付面積率自給
専従者あり農家率
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１戸当たり米産出額
１戸当たり畑作産出額
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農家生産力 放棄地面積比自給
産出構造
第６図 耕作放棄の因果分析（自給的農家）
第７表 計算結果（RMR，GFI等）
モデル RMR GFI AGFI PGFI
モデル１ ２７２７．１７０ ０．９４３ ０．９１８ ０．６５３
モデル２ ２７２７．５０３ ０．９４３ ０．９１８ ０．６５３
モデル３ ３５２６．７４３ ０．９４０ ０．９１３ ０．６５１
モデル４ ３７９４．１２５ ０．９３４ ０．９０４ ０．６４６
モデル５ ４０４８．１１２ ０．９４４ ０．９１８ ０．６４３
モデル６ ４３２１．０５６ ０．６５０ ０．４９４ ０．４５０
モデル７ ４５６０．１２３ ０．６４２ ０．４８３ ０．４４４
モデル８ ４１７３．９４３ ０．９３３ ０．９０３ ０．６４６
モデル９ ４１７４．８１８ ０．９３３ ０．９０３ ０．６４６
モデル１０ ４８６０．９１７ ０．６４２ ０．４８２ ０．４４４
飽和モデル ０ １
独立モデル ６３４６．３８６ ０．２８４ ０．１６５ ０．２４４
ゼロモデル ８０６７２．３６ ０ ０ ０
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を示すことになる。選択の基準は主にGFIによった。GFIは０～１の値
をとり，１に近いほど適合度が良いとされる。通常，０．９以上だと適合
度は良好とされる。第７表によると，GFIが高いのがモデル１とモデル
２で，０．９４３で適合度は非常に良いと言える。モデル１を選んだのは
RMRがモデル１のほうが少し小さいからであるが，ほとんど差はない。
RMRは残差平方平均平方根で観測変数とモデルから得られた分散，共
分散の誤差の平方の平均の平方根である。小さいほうが良いモデルとな
る。
モデル１の潜在変数の因果関係は「経済環境→（＋）→農家生産力→
（－）→産出構造→（＋）→放棄地面積比」である。（ ）内の＋－は
パス係数のプラス・マイナスである。経済環境の３つの観測変数へのパ
ス係数はすべてプラスで１人当りGDPの値が一番大きい，我が国の経
済成長に関係する潜在変数である。これら１人当たりGDPなど３変数
と放棄地面積比との相関係数はすべてマイナスであるので，経済環境は
耕作放棄面積比へはマイナスの影響がある。経済発展する，つまり，経
済環境が増加すれは放棄地面積比を減らすことになる。これは，経済成
長すれば，都市的用地への転用が増加し，結果的に放棄地面積を減少さ
せるのであろう。農家生産力が影響する４つの観測変数は１戸当り面積
自給のみが放棄地面積比と相関がマイナスで，パス係数がプラスとなっ
ている。その他の観測変数は逆となっているから農家生産力は耕作放棄
面積比へはマイナスの影響を及ぼすと考えられる。一方，産出構造が説
明する観測変数と放棄地面積比との相関係数はプラスであるので，産出
構造は放棄地面積比へはプラスの影響を及ぼすことになる。
放棄地面積比と相関係数がマイナスの経済環境がプラスのパス係数で
農家生産力に影響を与えている。農家生産力も観測関数へのパス係数の
符号を考えると放棄地面積比とはマイナスの関係にある。農家生産力か
らはマイナスのパス係数で産出構造に影響している，つまり，プラスの
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農家生産力 放棄地面積比自給
産出構造
影響に変わっている。プラスの産出構造からはプラスのパス係数値で放
棄地面積比に影響を与えているのがモデル１の構造である。
放棄地面積比の決定係数１３）は０．５１であり，あまり高いとはいえない。
共分散構造分析の目的はすべての観測変数の分散および共分散の実際の
値と推計値の誤差をトータルとして小さくするわけであるので，特定の
放棄地面積比の当てはめだけをよくするわけではない。ちなみに，放棄
地面積比の当てはめを良くする目的であれば，第７図のモデル８を選べ
ば，放棄地面積比の当てはめを良くすることができる。決定係数は０．８０
で，大きく改善している。経済環境は直接，放棄地面積比に影響し，別
途，農家生産力から，産出構造に影響し，それから，放棄地面積比への，
２方向から影響している。パス係数の絶対値から判断すると，農家生産
第７図 耕作放棄の因果分析（自給的農家）
１３）重相関係数の２乗。観測変数のモデルで説明できる割合となる。
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力・産出構造からの影響のほうが強い。GIFは０．９３３で，モデル１に比
べてもそれほど悪いわけではない。特定の変数の推定であるなら，多少
のGIFの悪化で収まるなら，柔軟にモデルを選択したほうがいいと思え
る。
次に，耕作放棄ということでは，最も問題となる土地持ち非農家の耕
作放棄地について分析を行う。自給的農家の放棄地面積比は自給的農家
の経営耕地に対する耕作放棄地面積の比率であった。土地持ち非農家に
ついては，所有耕地面積に対する比率である。GFIの値が最も高く，妥
当な結果となったのはモデル２で，計算結果は第８図である。経済環境
と産出構造にかかわる観測変数は自給的農家と同じであるが，農家生産
力の観測変数は変更した。土地持ち非農家自体に関係する貸付面積率以
外は，土地もち非農家のデータがないこともあるが，農業全体の環境が
土地持ち非農家の耕作放棄にもつながることから，総農家のデータを使
第８図 耕作放棄の因果分析（土地持ち非農家）
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用した。
GFIが最もよかったのはモデル２である。その結果が第８図である。
第６表の相関係数の値から，自給農家の分析と同様に潜在変数の放棄地
面積比に対する経済環境の影響はマイナスであるが，産出構造の観測変
数と放棄地面積比は，自給農家の場合と違って，耕作放棄地面積比には
マイナスの影響となる。農家生産力も自給的農家とは逆で，マイナスと
なる。その結果が第８図のパス係数の符号となって放棄地面積比に影響
している。つまり，経済環境から産出構造へのパス係数はマイナスであ
るので，放棄地面積比に対してはプラスとなって産出構造に影響し，産
出構造の放棄地面積比の影響はプラスであるので，産出構造から農家生
産力にプラスの影響している。最終的に農家生産力からマイナスの係数
であるから，プラスの影響を放棄地面積比へ与えることになる。GFIは
０．８４０であるから，適合度は多少良くない。また，放棄地面積比の決定
係数は０．２９で，この点からもいいとは言えない。
放棄地面積比の当てはめの良さで言えば，モデル７が選ばれる。決定
係数は０．７９でまずまずの適合度といえる。環境変数が産出構造に影響し
たのが，放棄地面積比に影響し，別途，農家生産力が放棄地面積比に影
響している。２方向から影響している。パス係数の絶対値から判断する
と，農家生産力からの影響のほうが強い。特定の変数の適合度を優先す
るなら，２つの潜在変数による２方向から影響するモデルのほうが決定
係数を良くする。このことは自給的農家の分析についても言えたことで
ある。
４．おわりに
主に農業センサス結果に依拠して，我が国の耕地の変化の動向につい
て分析した。わが国農業は農業労働者の高齢化，耕地面積の減少など衰
退の歯止めが掛かっているとは言えない。しかしながら，このままわが
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農家生産力 放棄地面積比非農家
産出構造
国農業の衰退を許していいのか，今，対策を考えなければならない。
世界の食料需給には明るい展望があるとは決して言えない。需給面で
は人口増大による需要の増大だけでなく，開発途上国などの経済発展に
よる畜産物への需要増大は，飛躍的に穀物への需要を高めている。一方，
供給面では，耕地の拡張が頭打ちであるのに加え，化学肥料や農薬の投
入による単収の増加も限界に達している。加えて，トウモロコシなど穀
物等がバイオエネルギーに転用されるなど食料農産物とエネルギーとの
競合が起こっている。地球温暖化，あるいは異常気象など，将来の食糧
供給には不安定要素は山積している。
日本農業と世界の食料需給の将来展望を考慮すると，日本農業を衰退
させるわけにはいかない。少なくとも耕地をこれ以上減らすわけにはい
かない。耕地はいったん，都市的利用に転用すれば，再び，耕地に復旧
させることは極めて困難であるからである。耕作放棄地をこれ以上増や
第９図 耕作放棄の因果分析（土地持ち非農家）
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してはいけないし，耕作放棄地なら，耕地への復旧は放棄地の状態に
よってはある程度は可能であるので，復旧につなげるべきである。それ
が直ぐには困難であるなら，将来，耕地への復旧可能な土地として残す
必要がある。つまり，農用地転用可能地として温存することである。
スイスは永世中立国であるので，軍隊は不要とも思えるが，立派な軍
備を備えている。スイスから他国を攻撃はしないにしても，他国から攻
撃に対しての備えが必要であるからである。自国の安全保障のためであ
る。安全保障を有効にするためには食料の安全保障にも十分な備えをし
ている。供給熱量ベースの食料自給率は日本の４０％弱よりは高いが５０数
％で，他の欧米諸国より明らかに低い。しかしながら，食料の安全保障
の対策はできている。短期的には官民協力して，数年分の備蓄である。
しかし，長期的には備蓄だけでは不十分であることは言うまでもない。
長期的には土地の備蓄で対応している。つまり，現時点は耕地ではない
土地にも，将来，非常時には耕地に転換する土地計画ができているので
ある。耕地に変わりうる農用地転用可能地，つまり，将来の潜在的耕地
として確保しているのである。わが国でも，耕作放棄地が耕地として利
用できないなら，次善の策として，農用地転用可能地とする土地政策を
施行すべきと考える。
これまでも，農林業センサス統計を主に利用して，千葉県の耕作放棄
地に対する分析を常に行ってきた。稲葉（２００６）では，耕作放棄地を耕
地としては残せなくても，耕地に復帰可能な状態に維持する必要があろ
うと指摘し，さらに，高齢化が進むことから，高齢者や都市労働者の週
末の耕地としての活用を指摘した。稲葉（２００８）では，耕作放棄地の公
共機関等の無償あるいは低額で借上げ，その耕作放棄地の意欲ある農家
への貸し付けを行う提言を行った。この施策を円滑に進めるため，耕作
放棄地の借り上げを拒否する場合には，耕地として利用しないのである
から，宅地並みとは言わないまでも，耕作放棄地に対する税率を上げる
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などの政策的な借地促進の誘導策を提案した。稲葉（２０１３）では再度，
公共機関との介在による借地の促進などを提言し，土地に対しては所有
権と利用権は分離すべきである。耕地として利用しない限り，所有者は
利用権を他人に譲るべきと指摘した。
政府は２０１４年度から耕作放棄地の有効利用を進めるため，新たな制度
の導入を目指している。その制度は一定期間，耕作放棄された農地を新
たに新設する機構１４）が借上げて農地を整備して，それを大規模農家等に
貸し出すことある。稲葉（２００６）で述べた提言そのものであるが，やっ
と実現の方向に動きだしたと言える。農地の貸借には個人間に任すだけ
では効率的には進まないこともある。機構が介在することにより広範な
地域での借地の集約化などが進められるのである。新制度の評価できる
点は放棄地の貸し出しは所有者の意向を聞くが，機構に貸し出さないま
ま，一定期間放置されたまま放置された場合には，所有者と協議をした
上で，知事の裁定で農地の利用権を機構が得ることができ強制的な側面
を備えることである。公的な機構だからこそできることである。所有権
と利用権の分離に機構が介在し，耕作放棄地の減少が期待される。
耕作放棄地の減少は借地を増やすことである。このことがはっきりし
たのは土地持ち非農家のデータからである。第３図で明らかになったが，
土地持ち非農家の所有耕地の貸付耕地率は農業地域別では所有耕地の
８６％以上の耕地を貸し出している。ほとんどの所有耕地を貸し出してい
る。しかしこの貸付耕地率の数％の差が耕作放棄面積比に大きな違いを
もたらしているのである。少しでも，借地を増やすことが耕作放棄を減
らすことになる。新制度がスムーズに実行されることが，耕作放棄につ
ながると言えよう。しかしこの制度の成功させるためには他の制度の整
合性が求められる。機構の借り上げは，もともと，利用されていないの
１４）「農地中間管理機構」（仮称）。２０１３年１０月現在。
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であるから借り上げは低料金に抑えるべきであるが，戸別所得補償制度
など補助金の存在は，低料金に抑えられない可能性がある１５）。耕地とし
て利用してないのであるので，固定資産税は考慮はするものの，借り上
げは実質無償にすべきである。農家からの賃料が高くなると，結果的に
機構からの貸し出し料金も高くなり，借り手があるかどうかの問題もあ
る。しかし，耕作放棄地を減らす切り札といえる。これに失敗すれば，
もう，日本農業の未来はないと考えるぐらいの不退転覚悟で進める必要
がある。
公的機関に任せねば，耕作放棄地の集約が進まないと思うが，民間レ
ベルでも耕作放棄地の利用が進むものであれば，それを公的にサポート
すべきであるであり，そのような例もある。たとえば，千葉市の障害者
就労支援施設が耕作放棄地を借り受け，障害者の働く場として放棄地を
活用している１６）。このような活用が広がればと願う。
共分散構造分析では因果関係が分析できる有効な分析手法であること
が，わかった。共分散構造分析はモデル全体を最適化することから，特
定変数の推計ということからは，場合によっては，最適なモデルでない
ものが良い場合もある。潜在変数が説明する観測変数の組み合わせなど
更なるモデルの改良が必要である。今後の課題としたい。
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Summary
Causality Analysis of Abandoned Cultivated Land
Hiromichi INABA
The causal relationship of cultivation abandonment was analyzed
using the report on result of ２０１０World Census of Agriculture and
Forestry in Japan．The number of farmhouses，an agrarian laborer，
and farmland area decrease every year．Since the number of farm-
houses and an agrarian laborer’s reduction become a farmland area
expansion per farmhouse and a scale expansion per agrarian laborer，
they are desirable for Japanese agriculture．However，the decrease of
the farmland area leads to the decline of the Japanese agriculture．As
for the cause of the decrease of the farmland area，around half de-
pends on the cultivation abandonment not only it depends on a city
use．The abandoned cultivated land area can also be４００，０００ hectare，
and this becomes about ten percent of the farmland area of our coun-
try．In order to prevent reduction of farmland area，it is reducing
cultivation abandonment area．Then，it analyzed about the cause of
cultivation abandonment．Three latent variables were assumed as a
latent variable which affects cultivation abandonment．The１st latent
variable relate to farmhouse structures，such as farmland area and
the labor force．The２nd latent variable relate to production composi-
tion of agricultural products．And the ３rd latent variable relate to
economic ambiences of our country，such as GDP and a housing site
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price．By what kind of causal relationship，those three latent vari-
ables showed clearly whether to influence cultivation abandonment by
Covariance Structure Analysis．It was presupposed that the mutual
causal relationship of three latent variables can be expressed by ten
sorts of models．By selecting an optimal model from ten sorts of mod-
els using GFI of the standard of model selection，etc．，causal relation-
ship of three latent variables was carried out for whether being differ-
ence．
Summary
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